
東京都港区南青山2‒11‒17　〒107‒8560
http://www.dai ichihoki .co. jp

固定資産
管理実務

の

「固定資産管理実務」のポイントを

業務フローに沿って網羅的に解説！
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本書の特色
■実務で発生するリスクに対応した管理手法について、事例を用いながらわかりやすく解説

■各場面において想定される会計処理や税務処理を網羅的に解説しているので、
　「固定資産管理」を理解することが可能

■新しい会計基準の導入による影響やＩＦＲＳと日本基準の比較に言及

■管理様式・チェックリストなどの図表を豊富に収録

Tel . 0120‒203‒696
Fax. 0120‒202‒974



１ 設備投資計画の概要

第１章で記載したように、固定資産は長期に使用され、金額的にも重

要になります。固定資産の購入に際し、どの設備にどのくらい投資する

かは、企業の生産能力を決定し、企業の行う事業に直接影響を与えるこ

とになります。そして、大規模な設備投資を行う際には資金調達の方法

も考えなければなりません。

そのため、設備投資は全社的な観点および中長期的な視野から計画的

に行う必要があります。通常企業が有する中長期的な事業計画に沿って

設備投資予算を決定し、取締役会等の承認を得ることになります。また、

企業全体の利益のためには、各部署の予算に関する部分最適化を避けな

くてはなりません。

２ 設備投資の意思決定のフロー

個々の設備投資を意思決定する際のプロセスは次のようなものが考え

られます。

― ―

投資案件の申請
起案部署が投資案件の選別および申請を行う。

第１節

設備投資の意思決定

○前期比較

償却費の増加が、固定資産の取得に連動していることを確認する。

○予算比較

償却費の実績が予算と近似していることを確認する。

資産№ 科目 取得日 期首簿価 償却法 年数 償却率 償却費

  

備品

車両

システムや表計算ソフトで計算した結果が、再計算した数値と一致すること

を確認する。

経理担当者が償却計算および償却計算の検証を実施した後、計算結果

の妥当性について上席者が承認を実施することで、コントロールの実効

性を担保します。上席者は、担当者の計算結果と検証結果を確認するこ

とで、償却費の計算結果が妥当であるかについて判断し承認します。

４ 減価償却費の配賦と会計処理

― ―

理管びよおルーロトンコクスリ

減価償却費が適切な科目に計上

されない。

減価償却費の配賦計算を誤る。

固定資産台帳の残高と会計シス

テムの残高が乖離する。

計上科目をルール化する。

配賦計算をルール化する。

固定資産台帳と会計システム残高の一致

を確認する。

配賦計算の結果は上席者が承認する。

第３節 減価償却

＊弊社宛直接お申込いただく場合、一回のご注文でお届け先が一箇所、お買い上げ合計金額5,000円（税込）以上のご注文は、国内配送料サービス
　といたします。また、お買い上げ合計金額5,000円（税込）未満のご注文については、国内配送料450円にてお届けいたします。

平成　　　　年　　　　月　　　　日上記のとおり申し込みます。なお、代金は現品受領後、請求書により支払います。
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＜お客様の個人情報の取扱いについて＞
お客様よりお預かりしたお名前・住所等の個人情報は、商品や代金請求書の発送、アフターサービス、弊社商品・サービスのご案内をするために使用いたします。ご同意のうえ
お申し込みくださいますようお願いいたします。ご不明な場合、また個人情報の照会、訂正、削除を希望される場合は、フリーダイヤルにてご連絡ください。お客様よりお預かりしま
した個人情報は、弊社ホームページに掲載の「プライバシーポリシー」に従い適切に管理いたします。
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第一法規株式会社
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